注記（一般会計・商工労働部財務諸表）
１．偶発債務
（１）債務保証または損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
主なもの
	事項
	期間
	支出予定額

	平成26年度中小企業向け融資損失補償

	平成26年度
～
平成53年度
	９４億１７百万円

	中小企業等金融新戦略事業（貸付債権プール型部分保証制度等）損失補償

	平成26年度
～
平成30年度
	６４億３７百万円

	平成26年度小規模企業者等設備貸与事業損失補償

	平成26年度
～
平成34年度
	３億円


２．追加情報
（１）固定資産の減損の状況
　　
	区分
	種類
	件数
	減損損失額

	
	
	
	百万円

	行政財産
	土地
	１
	0
	

	
	建物
	1
	0
	


（２）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
主なもの
	事項
	期間
	支出予定額

	平成19年度　産業立地促進事業費


	平成26年度
～
平成33年度
	６７億６３百万円

	平成20年度　産業立地促進事業費

	平成26年度
～
平成31年度
	１０億１４百万円

	平成２５年度　企業立地促進補助金

	平成26年度
～
平成32年度
	３億５０百万円


（３）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①商工労働部の概要
商工業の振興を図るため、融資や助成、情報提供、技術・経営・販路開拓支援、人材育成などの事業を実施しています。また、高年齢者、障がい者等の雇用促進、雇用の安定、労働福祉の向上、職業能力の開発・向上などの事業を実施しています。
　②当該事業に関し説明すべき固有の事項
　　　　　○産業立地賃貸事業
　　　　　　財団法人大阪府産業基盤整備協会の清算結了に伴い生じた残余財産について、同協会寄附行為の規定に基づき寄附を受けました。
　　　　　○新産業創造事業
　　　　　　60百万円（ただし、累積評価減により平成24年度決算における評価額は4,314,640円となっている。）を出資している大阪JSEEDデジタルコンテンツ育成壱号投資事業有限責任組合が、存続期間の満了により平成26年1月1日付けで解散し、同年3月14日付けで清算結了しました。

　　　　　○公共訓練事業
　　　　　　・民間事業者のノウハウを活用し、より効果的な職業訓練の実施と就職率の向上を図る観点から、既に多くの民間事業者が提供する事務系課目の職業訓練を実施している府立夕陽丘高等職業技術専門校に平成25年10月より指定管理者制度を導入しました。

　　　　　　・平成22年10月大阪府財政構造改革プラン（案）に基づき、適切な受益者負担の観点から平成25年度入校生より府内5高等職業技術専門校のうち産業人材の育成拠点と位置づけられた3校（北大阪校・東大阪校・南大阪校）について授業料等の有償化を行いました。（一部科目は除く）
　　　　　○技術専門学校再編事業

　　　　　　平成25年4月に平成14年12月に策定した府立高等職業技術専門校再編基本構想に基づき、府立北大阪高等職業技術専門校を開校しました。また、同年3月に閉校した旧守口高等職業技術専門校の跡地売却に向けた環境整備を行っています。
部　　局 ： 商工労働部　　会　　計 ： 一般会計

